








一般会計等財務書類に係る注記  

  

１ 重要な会計方針  

(1)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法  

①有形固定資産･････････････････････････････取得原価  

      ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。  

      ア 昭和５９年度以前に取得したもの･･･････再調達原価  

         ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。  

      イ 昭和６０年度以後に取得したもの  

         取得原価が判明しているもの･･･････････取得原価         

         取得原価が不明なもの･････････････････再調達原価  

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としていま

す。  

   ②無形固定資産･････････････････････････････取得原価  

     ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。  

取得原価が判明しているもの･･･････････････取得原価  

取得原価が不明なもの･････････････････････再調達原価  

(2)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法  

①満期保有目的有価証券･････････････････････償却原価法（定額法）  

②満期保有目的以外の有価証券  

ア 市場価格のあるもの 

･･････････････会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）  

イ 市場価格のないもの･･･････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法））  

   ③出資金  

      ア 市場価格のあるもの･･･････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定）  

イ 市場価格のないもの･･･････････････････出資金額  

(3)棚卸資産の評価基準及び評価方法  

先入先出法による原価法  

(4)有形固定資産等の減価償却の方法  

①有形固定資産（リース資産を除きます。）････定額法  

     なお、主な耐用年数は以下のとおりです。  

      建物    １５年～５０年  

      工作物  １０年～６０年  

      物品     ２年～３０年  

    



 ②無形固定資産（リース資産を除きます。）････定額法  

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっ

ています。）  

   ③リース資産  

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリ

ース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が３００万円以下のファイナン

ス・リース取引を除きます。）  

      ･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法  

(5)引当金の計上基準及び算定方法  

①徴収不能引当金  

     未収金については、過去３年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を検

討し）、徴収不能見込額を計上しています。 

      長期延滞債権については、過去３年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性

を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。  

      長期貸付金については、過去３年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を

検討し）、徴収不能見込額を計上しています。  

  ②退職手当引当金  

    退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当

として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち流

山市へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。 

③賞与等引当金  

    翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の

見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。  

(6)リース取引の処理方法  

   ①ファイナンス・リース取引  

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及び

リース契約１件あたりのリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース

取引を除きます。）･･･････････通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理 

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

･･･････････通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 

   ②オペレーティング・リース取引  

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。   

(7)資金収支計算書における資金の範囲  

   現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物。 

   なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払

いを含んでいます。  



(8)その他財務書類作成のための基本となる重要な事項  

①物品及びソフトウェアの計上基準  

物品については、取得価額又は見積価格が５０万円（美術品は３００万円）以上の場

合に資産として計上しています。 ソフトウェアについても物品の取扱いに準じてい

ます。  

 

２ 重要な会計方針の変更等  

   該当ありません。 

 

３ 重要な後発事象  

   該当ありません。 

 

４ 偶発債務  

(1)保証債務及び損失補償債務負担の状況 

 事項 限度額 金額 

① 流山市土地開発公社

に対する債務保証 

流山市土地開発公社が金融機関

から事業資金を借受けたものに

対する債務保証 

 

－   千円

② 千葉県信用保証協会

に中小企業預託融資

に対する損失補償 

千葉県信用保証協会が中小企業

預託融資において代位弁済した

額の２割以内に相当する額 

 

５２０，４６７千円

(2)係争中の訴訟等 

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けている主なものは次のとおりです。 

 裁判所名 事件番号 事件名 金額 

① 千 葉 地 方

裁判所 

平成２６年（行ウ）第４

６号ないし第５７号 

生活保護変更決定

処分取消請求事件 
※１

② 千 葉 地 方

裁判所 

令和２年（ワ）第５８６

号 
損害賠償請求事件 １６，３８０千円

③ 東 京 地 方

裁判所 

令和３年（ワ）第３１８

６７号 

下水道工事等請求

事件 
２５，５７７千円

④ 千 葉 地 方

裁 判 所 松

戸支部 

令和２年（ワ）第５５６

号 国家賠償請求事件 １，６５０千円

⑤ 千 葉 地 方

裁判所 

令和３年（ワ）第４５号
国家賠償請求事件 ４，４００千円

   



※１ 今回の訴訟による当市の財政状況への影響については、裁判の経過内容に依存する

ものと考えています。また、当市が行った生活保護変更決定処分については合理的

なものと考えており、当市に追加の負担が生ずるものではないと考えています。し

たがって、現時点において、金額の合理的な見積りが困難であることから、金額の

注記及び引当金の計上等の会計処理は行っていません。 

 

５ 追加情報  

(1)財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項  

①一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。  

     一般会計  

     土地区画整理事業特別会計のうち、普通会計の対象範囲 

②地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、

出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数

としています。  

③千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

④地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のと

おりです。  

         実質赤字比率        ― ％  

         連結実質赤字比率    ― ％  

         実質公債費比率      １.１％  

         将来負担比率       ４５.１％  

⑤利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額   

９２４，７３８千円  

⑥繰越事業に係る将来の支出予定額 

  ア 一般会計に係るもの               ３，４２７，７２３千円 

  イ 土地区画整理事業特別会計のうち、普通会計の対象範囲に係るもの 

                                      ０千円 

 (2)貸借対照表に係る事項  

①地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需

要額に含まれることが見込まれる金額     ３１，８７０，７５０千円  

②地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次の

とおりです。  

   標準財政規模                          ３７，１１９，２７２千円  

   元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

５，１１０，８５０千円  

   将来負担額                            ７６，２６５，０５４千円  



   充当可能基金額                        １０，６９９，９６４千円  

   特定財源見込額                        １３，５９６，３１０千円  

   地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 

３６，５７１，０７８千円  

③建物のうち６８５，３１９千円は、PFI 事業に係る資産が計上されています。  

(3)純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容  

①固定資産等形成分  

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上していま

す。 

  ②余剰分（不足分）  

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。  

(4)資金収支計算書に係る事項  

①基礎的財政収支  △３，１８３，７８１千円  

②既存の決算情報との関連性  

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 ８６，８６５，０６０千円 ８２，９５７，５７５千円

財務書類の対象となる会計の範囲

の相違に伴う差額 
△３，５１７，７９８千円 ５００千円

資金収支計算書 ８３，３４７，２６２千円 ８２，９５８，０７５千円

 

地方自治法第２３３条第１項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲とし

ているのに対し、資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としているため、歳入歳

出決算書と資金収支計算書は、土地区画整理事業特別会計のうち、普通会計の対象範囲

の分だけ相違します。 

歳入歳出決算書では繰越金を収入として計上し、歳計剰余金の積立を歳出として計

上しますが、公会計では計上しないため、その分だけ相違します。  

③資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳  

     資金収支計算書  

業務活動収支                            ２，３１３，３５８千円 

投資活動収入の国県等補助金収入       ２，２９７，１６２千円 

未収金の減少                           △５７２，２８１千円 

長期延滞債権の減少               △３２，１３７千円 

賞与等引当金の増加                       △４７，６３７千円 

徴収不能引当金の減少                        ８，０６８千円 

退職給付引当金の増加              △１１，０３８千円 



減価償却費                              △２，８１９，８１９千円 

臨時損失                                △１２，１５７千円 

臨時利益                                       ０千円 

その他                      △１，３９０千円 

      純資産変動計算書の本年度差額               １，１２２，１３０千円 





③投資及び出資金の明細

市場価格のあるもの （単位：千円）

銘柄名 株数・口数など（株）
（A）

時価単価（円）
（B）

貸借対照表計上額
（A）×（B)

（C)
取得単価(円）

（D)

取得原価
（A）×（D)

（E)

評価差額
（C）－（E)

（F)

（参考）財産に関する
調書記載額

東武鉄道株式会社 463 50 23 1,379,277 638,605 -638,582 1,379

合計 463 50 23 1,379,277 638,605 -638,582 1,379

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）に対するもの （単位：千円）

相手先名
出資金額

（貸借対照表計上額）
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)

投資損失引当金
計上額

（H)

（参考）財産に関する
調書記載額

流山市土地開発公社 5,000 2,082,754 1,996,863 85,891 5,000 100.00% 85,891 0 5,000

北千葉広域水道企業団 2,562,348 133,026,872 42,900,364 90,126,507 84,382,847 3.04% 2,736,759 0 2,562,348

水道事業会計 33,817 32,597,825 14,233,049 18,364,776 11,583,879 0.29% 53,612 0 33,817

下水道事業会計 1,152,761 56,715,464 47,743,323 8,972,141 7,368,939 15.64% 1,403,558 0 1,152,761

株式会社流山ツーリズムデザイン 25,000 41,783 4,202 37,581 25,000 100.00% 37,581 0 25,000

合計 3,778,926 0 3,778,926



市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）以外に対するもの （単位：千円）

相手先名 出資金額
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)
強制評価減

（H)

貸借対照表計上額
（Ａ）－（Ｈ）

（Ｉ）

（参考）財産に関する
調書記載額

流鉄株式会社 1,000 1,826,515 1,366,075 460,440 38,000 2.63% 12,117 0 1,000 1,000

株式会社ディー・エス・ケイ 1,000 2,508,110 814,450 1,693,661 12,500 8.00% 135,493 0 1,000 1,000

株式会社ベイエフエム 900 3,044,460 320,200 2,724,260 800,000 0.11% 3,065 0 900 900

株式会社ジェイコム東葛葛飾 4,582 758,995,000 632,080,000 126,915,000 37,550,000 0.01% 15,488 0 4,582 4,761

千葉県農業信用基金協会 1,670 266,427,000 258,982,000 7,445,000 7,445,000 0.02% 1,670 0 1,670 1,670

千葉県信用保証協会 17,313 1,645,573,529 1,561,802,708 83,770,821 83,770,821 0.02% 17,313 0 17,313 17,313

（公財）千葉県消防協会 622 180,586 4,018 176,568 176,568 0.35% 622 0 622 622

（公財）千葉県文化振興財団 2,168 1,057,380 381,745 675,635 675,635 0.32% 2,168 0 2,168 2,168

（公財）ちば国際コンベンションビューロー 2,000 2,312,358 80,905 2,231,453 2,231,453 0.09% 2,000 0 2,000 2,000

（公財）千葉県暴力団追放県民会議　 4,422 668,642 567 668,075 668,075 0.66% 4,422 0 4,422 4,422

（公財）千葉ヘルス財団 2,863 527,267 1,048 526,219 526,219 0.54% 2,863 0 2,863 2,863

（公財）千葉県建設技術ｾﾝﾀｰ 1,800 1,506,366 372,776 1,133,590 1,133,590 0.16% 1,800 0 1,800 1,800

（公財）千葉県動物保護管理協会 1,450 282,409 1,499 280,910 280,910 0.52% 1,450 0 1,450 1,450

（公財）千葉県教育振興財団 6,106 2,628,299 344,393 2,283,907 2,283,907 0.27% 6,106 0 6,106 6,106

千葉園芸プラスチック加工株式会社 100 200,944 41,091 159,853 60,000 0.17% 266 0 100 100

首都圏新都市鉄道株式会社 9,798,000 765,517,000 581,099,000 184,418,000 185,016,000 5.30% 9,766,331 0 9,798,000 9,798,000

地方公共団体金融機構 7,200 24,857,606,000 24,516,985,000 340,621,000 16,602,000 0.04% 147,721 0 7,200 7,200

合計 9,853,196 0 9,853,196 9,853,375

※１　千円単位を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。

※２　出資を行っている法人への出資金のうち、財務諸表の数値が不明なものは取得原価で評価を行っています。



(単位：千円）

財調 4,533,327 4,533,327 4,533,327

その他 33,569 33,569 33,569

減債 737,002 737,002 737,002

その他 70,304 70,304 70,304

その他 135,833 135,833 135,833

その他 3,469 3,469 3,469

その他 512,563 512,563 512,563

その他 72,926 72,926 72,926

その他 52,970 52,970 52,970

その他 645,074 645,074 645,074

その他 1,974,415 1,974,415 1,974,415

その他 446,616 446,616 446,616

その他 133,277 133,277 133,277

白みりんミュージアム基金 その他 11,313 11,313 11,313

その他 35,831 35,831 20,589

その他 20,000 20,000 20,000

その他 0 0 0

その他 170,805 1,133,552 1,304,357 1,304,357

9,589,294 0 1,133,552 0 10,722,846 10,707,604

健康福祉基金

初石駅施設整備基金

④基金の明細

種類 区分 現金預金 有価証券

常磐自動車道環境監視施設管理基金

消防施設及び消防装備整備基金

土地 その他
合計

(貸借対照表計上額)
(参考)財産に関する

調書記載額

一般会計等

財政調整積立基金

育英資金給付基金

減債基金

災害救助基金

森林環境基金

合　　　　　　　　　　　　　　　計

市民福祉活動事業運営資金貸付基金

介護保険高額介護サービス費等資金貸付基金

土地開発基金

ふるさと緑の基金

ふるさと２１まちづくり基金

国際交流基金

廃棄物処理施設整備等基金

教育、文化及びスポーツ振興基金



⑤貸付金の明細 （単位：千円）

貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

70,448 0 70,448

   自治会館建設事業貸付金 41,720 0 41,720

   入学準備金貸付金 1,504 0 1,504

   保育士修学資金貸付金 6,248 0 6,248

　 看護師等修学資金貸付金 20,976 0 20,976

70,448 0 0 0 70,448

短期貸付金
（参考）

貸付金計

地方公営事業

一部事務組合・広域連合

地方独立行政法人

地方三公社

第三セクター等

その他の貸付金

合計

相手先名または種別

長期貸付金



⑥長期延滞債権の明細 （単位：千円） ⑦未収金の明細 （単位：千円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額
徴収不能引当金

計上額
相手先名または種別 貸借対照表計上額

徴収不能引当金
計上額

税等未収金 177,541 14,497 税等未収金 156,086 0

市民税 127,270 10,031 市民税 97,888 0

固定資産税 38,661 3,178 固定資産税 46,397 0

軽自動車税 3,362 632 軽自動車税 2,182 0

市たばこ税 0 0 市たばこ税 0 0

都市計画税 8,248 656 都市計画税 9,619 0

その他の未収金 33,161 221 その他の未収金 958,736 0

分担金及び負担金 608 198 分担金及び負担金 0 0

使用料及び手数料 32,177 23 使用料及び手数料 1,975 0

国県支出金 0 0 国県支出金 924,579 0

諸収入 376 0 諸収入 32,182 0

合   計 210,702 14,718 合   計 1,114,822 0



（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：千円）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】 39,947,884 1,991,657 17,826,308 7,577,019 13,432,417 0 0 0 0 1,112,140

一般公共事業 8,764,074 496,869 3,032,275 5,435,848 294,169 0 0 0 0 1,782

防災・減災・国土強靭化 236,500 0 236,500 0 0 0 0 0 0 0

公営住宅建設 13,080 867 0 6,680 6,400 0 0 0 0 0

災害復旧 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

教育・福祉施設 24,104,985 1,011,853 14,239,446 831,824 8,991,515 0 0 0 0 42,200

一般単独事業 5,634,920 339,784 56,269 1,223,609 4,106,915 0 0 0 0 248,127

その他（通常） 1,194,325 142,284 261,818 79,058 33,418 0 0 0 0 820,031

【特別分】 20,991,985 1,904,316 20,011,915 934,778 45,292 0 0 0 0 0

臨時財政対策債 20,724,702 1,811,392 19,744,632 934,778 45,292 0 0 0 0 0

減税補てん債 263,083 91,874 263,083 0 0 0 0 0 0 0

退職手当債 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他（特別） 4,200 1,050 4,200 0 0 0 0 0 0 0

合計 60,939,869 3,895,973 37,838,223 8,511,797 13,477,709 0 0 0 0 1,112,140

②地方債（利率別）の明細 （単位：千円）

60,939,869 58,927,085 1,302,005 675,011 6,933 7,346 10,399 11,090 0.39%

③地方債（返済期間別）の明細 （単位：千円）

60,939,869 3,895,973 4,074,679 4,273,432 4,527,236 4,265,173 18,968,843 13,501,508 6,500,681 932,344

④特定の契約条項が付された地方債の概要 （単位：千円）

特定の契約条項が付された地方債残高 契約条項の概要

（参考）
加重平均利率

地方債残高 １年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内
４年超

５年以内
５年超

10年以内
10年超

15年以内
15年超

20年以内
20年超

市場公募債 その他

地方債残高 1.5％以下
1.5％超

2.0％以下
2.0％超

2.5％以下
2.5％超

3.0％以下
3.0％超

3.5％以下
3.5％超

4.0％以下
4.0％超

種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体

金融機構
市中銀行

その他の
金融機関



⑤引当金の明細 （単位：千円）

目的使用 その他

退職手当引当金 4,452,423 11,038 0 0 4,463,461

賞与引当金 560,928 608,565 560,928 0 608,565

徴収不能引当金 22,786 6,576 14,644 0 14,718

合計 5,036,137 626,179 575,572 0 5,086,744

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高



（単位：千円）

区分 名称 相手先 金額 支出目的

私立保育所整備費補助金 対象事業者 928,670 私立保育所が行う施設整備に係る補助金

木地区一体型特定土地区画整理単
独費負担金

千葉県 435,856 千葉県施行の区画整理事業に係る負担金

運動公園周辺地区一体型特定土地
区画整理国費対象市負担金

千葉県 323,072 千葉県施行の区画整理事業に係る負担金

運動公園周辺地区一体型特定土地
区画整理単独費負担金

千葉県 83,709 千葉県施行の街路整備事業に係る負担金

小規模保育事業所整備補助金 対象事業者 22,862
小規模保育事業所が行う施設整備に係る補
助金

その他 106,601

計 1,900,770

私立保育所等運営事業補助金 対象事業者 2,197,328 私立保育園の運営経費に係る補助金

後期高齢者医療定率市町村負担金 千葉県後期高齢者医療広域連合 1,443,721
後期高齢者医療制度の運営費に係る負担
金

臨時特別給付金 市民 1,145,000
新型コロナウイルス感染症緊急経済対策に
係る補助金

子育てのための施設等利用給付費
（未移行幼稚園分）

対象事業者 914,666 幼児教育・保育の無償化に係る補助金

その他 1,884,218

計 7,584,933

合　　計 9,485,703

２．行政コスト計算書の内容に関する明細
　（１）補助金等の明細

その他の補助金等

他団体への公共施設等整備
補助金等
(所有外資産分)



（１）財源の明細 （単位：千円）

会計 区分 財源の内容 金額

地方税 30,803,982

地方譲与税 360,610

利子割交付金 22,230

配当割交付金 232,385

株式譲渡所得割交付金 295,459

地方消費税交付金 3,813,726

法人事業税交付金 154,317

地方特例交付金 413,427

地方交付税 2,743,266

交通安全対策特別交付金 20,773

分担金及び負担金 1,167,940

寄附金 52,264

繰入金 0

環境性能割交付金 45,447

40,125,826

資本的補助金 国県等補助金 1,998,382

経常的補助金 国県等補助金 26,355,067

28,353,449

68,479,275

３.純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計等

税収等

小計

国県等補助金

小計

合計



国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 67,357,145 26,355,067 3,178,800 34,377,280 3,445,998

有形固定資産等の増加 7,958,883 1,998,383 5,960,500 0 0

貸付金・基金等の増加 3,078,384 0 0 52,264 3,026,120

その他 0 0 0 0 0

合計 78,394,412 28,353,450 9,139,300 34,429,544 6,472,118

金額

内訳

（２）財源情報の明細 （単位：千円）

区分



４．資金収支計算書の内容に関する明細

（１）資金の明細 （単位：千円）

種類 本年度末残高

要求払預金 4,855,838

合計 4,855,838


